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① 障害基礎年金又は障害厚生年金等の受
給権者であるとき。（最後に障害厚生
年金の障害等級1級～3級に該当する程
度の障害の状態に該当しなくなった日
から起算して障害状態に該当すること
なく3年を経過した障害基礎年金の受給
権者（現に障害状態に該当しない者に
限る）その他の政令で定める者を除
く）

① 当該保険料を納付することを要しない
ものとすべき月の属する年の前年の所
得（1月から6月までの月分の保険料に
ついては、前々年の所得とする）が、
その者の扶養親族等の有無及び数に応
じて、政令で定める額（※）以下であ
るとき。

（※）政令で定める額

① 当該保険料を納付することを要しない
ものとすべき月の属する年の前年の所
得（1月から6月までの月分の保険料に
ついては、前々年の所得とする）が、
その者の扶養親族等の有無及び数に応
じて、政令で定める額（※）以下であ
るとき。

（※）政令で定める額

① 当該保険料を納付することを要しない
ものとすべき月の属する年の前年の所
得（1月から6月までの月分の保険料に
ついては、前々年の所得とする）が、
その者の扶養親族等の有無及び数に応
じて、政令で定める額（※）以下であ
るとき。

（※）政令で定める額

① 当該保険料を納付することを要しない
ものとすべき月の属する年の前年の所
得（1月から6月までの月分の保険料に
ついては、前々年の所得とする）が、
その者の扶養親族等の有無及び数に応
じて、政令で定める額（※）以下であ
るとき

（※）政令で定める額

① 当該保険料を納付することを要しない
ものとすべき月の属する年の前年の所
得（1月から3月までの月分の保険料に
ついては、前々年の所得とする）が、
その者の扶養親族等の有無及び数に応
じて、政令で定める額以下であると
き。

（※）政令で定める額

① 当該保険料を納付することを要しない
ものとすべき月の属する年の前年の所
得（1月から6月までの月分の保険料に
ついては、前々年の所得とする）が、
その者の扶養親族等の有無及び数に応
じて、政令で定める額（※）以下であ
るとき。

（※）政令で定める額

② 生活保護法による生活扶助その他の援
助であって省令で定めるものを受ける
とき。

② 被保険者又は被保険者の属する世帯の
他の世帯員が生活保護法による生活扶
助以外の扶助その他の援助であって厚
生労働省令で定めるものを受けると
き。

② 同左 ② 同左 ② 同左 ② 同左 ② 同左

③ 厚生労働省令で定める施設（国立ハン
セン病療養所等）に入所していると
き。

③ 地方税法に定める障害者、寡婦その他
の同法の規定による市町村民税が課さ
れない者として政令で定める者であっ
て、当該保険料を納付することを要し
ないものとすべき月の属する年の前年
の所得が政令で定める額（※）以下で
あるとき。

（※）135万円

③ 同左 ③ 同左 ③ 同左 ③ 同左 ③ 同左

④ 保険料を納付することが著しく困難で
ある場合として天災その他の厚生労働
省令で定める事由があるとき。

④ 同左 ④ 同左 ④ 同左 ④ 同左 ④ 同左

備

考

・

・

第1号被保険者は、法定免除事由に該当
するに至ったときは、原則として、当
該事実があった日から14日以内に届書
を市町村長に提出しなければならな
い。

障害等級1級又は2級に該当したことが
ない障害厚生年金の受給権者は、法定
免除の対象とならない。

・

・

指定全額免除申請事務取扱者は、申請
全額免除事由のいずれかに該当する被
保険者又は被保険者であった者（全額
免除要件該当被保険者等という）の委
託を受けて、全額免除要件該当被保険
者等に係る全額免除申請をすることが
できる。

全額免除要件該当被保険者等が指定全
額免除申請事務取扱者に全額免除申請
の委託をしたときは、当該委託をした
日に、全額免除申請があったものとみ
なす。

・

・

学生納付特例事務法人は、その設置す
る大学その他の政令で定める教育施設
において当該教育施設の学生等である
被保険者（学生等被保険者という）の
委託を受けて、学生等被保険者に係る
学生納付特例申請をすることができ
る。

学生等被保険者が学生納付特例事務法
人に学生納付特例申請の委託をしたと
きは、当該委託をした日に、学生納付
特例申請があったものとみなす。

・

・

指定全額免除申請事務取扱者は、同項
に規定する事務のほか、保険料納付猶
予制度における免除事由のいずれかに
該当する第1号被保険者又は第1号被保
険者であった者（納付猶予要件該当被
保険者等という）の委託を受けて、納
付猶予要件該当被保険者等に係る納付
猶予申請を行うことができる。

納付猶予要件該当被保険者等が指定全
額免除申請事務取扱者に納付猶予申請
の委託をしたときは、当該委託をした
日に、納付猶予申請があったものとみ
なす。

学生の保険料の納付特例 保険料納付猶予制度

次の①～④のいずれかに該当する被保険者
等から申請があったときは、厚生労働大臣
は、その指定する期間に係る保険料につ
き、既に納付されたものを除き、これを納
付することを要しないものとし、申請の
あった日以後、当該保険料に係る期間を保
険料全額免除期間（追納が行われた場合
は、当該追納に係る期間を除く）に算入す
ることができる。
ただし、世帯主又は配偶者のいずれかが次
の①～④のいずれにも該当しないときは、
この限りでない。

次の①～④のいずれかに該当する被保険者
等から申請があったときは、厚生労働大臣
は、その指定する期間に係る保険料につ
き、既に納付されたものを除き、その4分
の3を納付することを要しないものとし、
申請のあった日以後、当該保険料に係る期
間を保険料4分の3免除期間（追納が行われ
た場合は、当該追納に係る期間を除く）に
算入することができる。
ただし、世帯主又は配偶者のいずれかが次
の①～④のいずれにも該当しないときは、
この限りでない。

次の①～④のいずれかに該当する被保険者
等から申請があったときは、厚生労働大臣
は、その指定する期間に係る保険料につ
き、既に納付されたものを除き、その半額
を納付することを要しないものとし、申請
のあった日以後、当該保険料に係る期間を
保険料半額免除期間（追納が行われた場合
は、当該追納に係る期間を除く）に算入す
ることができる。
ただし、世帯主又は配偶者のいずれかが次
の①～④のいずれにも該当しないときは、
この限りでない。

次の①～④のいずれかに該当する被保険者
等から申請があったときは、厚生労働大臣
は、その指定する期間に係る保険料につ
き、既に納付されたものを除き、その4分
の1を納付することを要しないものとし、
申請のあった日以後、当該保険料に係る期
間を保険料4分の1免除期間（追納が行われ
た場合は、当該追納に係る期間を除く）に
算入することができる。
ただし、世帯主又は配偶者のいずれかが次
の①～④のいずれにも該当しないときは、
この限りでない。

申請4分の1免除

次の①～④のいずれかに該当する学生等で
ある被保険者又は学生等であった被保険者
等から申請があったときは、厚生労働大臣
は、その指定する期間（学生等である期間
又は学生等であった期間に限る）に係る保
険料につき、既に納付されたものを除き、
これを納付することを要しないものとし、
申請のあった日以後、当該保険料に係る期
間を保険料全額免除期間（追納が行われた
場合は、当該追納に係る期間を除く）に算
入することができる。

次の(1)又は(2)の年齢に達する日の属する
月の前月までの被保険者期間がある第1号
被保険者等であって次の①～④のいずれか
に該当するものから申請があったときは、
厚生労働大臣は、当該被保険者期間のうち
その指定する期間に係る国民年金の保険料
については、既に納付されたものを除き、
これを納付することを要しないものとし、
申請のあった日以後、当該保険料に係る期
間を保険料全額免除期間（追納が行われた
場合は、当該追納に係る期間を除く）に算
入することができる。
ただし、配偶者が次の①～④のいずれにも
該当しないときは、この限りでない。

(1)平成28年6月まで：30歳
(2)令和17年6月まで：50歳

被保険者（産前産後期間の保険料免除及び
申請免除の適用を受ける被保険者を除く）
が次の①～③のいずれかに該当するに至っ
たときは、その該当するに至った日の属す
る月の前月からこれに該当しなくなる日の
属する月までの期間に係る保険料は、既に
納付されたものを除き、納付することを要
しない。

法定免除 申請全額免除 申請4分の3免除 申請半額免除

(扶養親族等の数＋1)×35万円＋32万円 扶養親族等なし：88万円

扶養親族等あり：

88万円＋（扶養親族等の数×38万円）

扶養親族等なし：128万円

扶養親族等あり：

128万円＋(扶養親族等の数×38万円)

扶養親族等なし：168万円

扶養親族等あり：

168万円＋(扶養親族等の数×38万円)

扶養親族等なし：128万円

扶養親族等あり：

128万円＋(扶養親族等の数×38万円)

(扶養親族等の数＋1)×35万円＋32万円
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